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１．「財務書類４表」作成の経緯 

平成18年6月に成立した「行政改革推進法」を契機に、地方の資産・債務改革の一環として「新

地方公会計制度の整備」が位置づけられました。現行の地方公共団体の財務会計は、現金主義

がとられており、市が整備した資産や借入金などの負債といったストック情報や、行政サービス提

供のために発生したコスト情報の不足といった弱点がありました。このようなことから、総務省では発

生主義・複式簿記の考え方を取り入れた公会計の整備が検討され、「貸借対照表」、「行政コスト計

算書」、「純資産変動計算書」、「資金収支計算書」の財務書類４表の作成モデルが示されました。 

出雲市では、平成20年度より平成18年5月の総務省「新地方公会計制度研究会報告書」で示さ

れた「基準モデル（個別の資産評価額等を積み上げ算定）」と「総務省方式改訂モデル（決算統計

数値等を基にして資産評価額等を算定）」財務書類モデルのうち、「総務省方式改訂モデル」を用

いて普通会計、市全体のほか公社、第三セクターなどを含めた連結の財務書類４表を作成してお

ります。これらの財務書類を作成することにより、出雲市が所有する資産と債務の実態が把握でき

るようになり、民間企業に近い形で財政状況を公表できるようになりました。 

平成19年10月17日に公表された総務省「新地方公会計制度実務研究会報告書」に詳細が示さ

れています。 

平成20年度以降、他市でも財務書類が公表されており、平成23年度決算普通会計分につ

いて一部比較・分析を行っています。 

 

２．財務書類４表とは 

前述のとおり、貸借対照表、行政コスト計算書、資金収支計算書、純資産変動計算書から構成

されます。 

(1) 貸借対照表 

貸借対照表とは、左側（借方）に資産、右側（貸方）に負債及び資本（純資産）を表したもので

す。貸借対照表は、年度末（出納整理期間中の増減を含む）時点で市の資産がどの程度形成さ

れ、その財源として負債（将来世代による負担）や純資産（これまでの世代による負担）がいくら

かを示しています。建物などの有形固定資産については減価償却を行い、将来支払われる退

職金は退職手当引当金として負債に計上されるなど、発生主義に基づいて作成されます。 

 

(2) 行政コスト計算書 

行政コスト計算書とは、行政サービスを提供するに伴って発生した１年間の費用（行政コスト）

とそれに充てられる収入の状況を表したもので、民間企業における損益計算書にあたるもので

す。ただし、地方自治体は企業と異なり、利益の獲得を目的として財政運営するものではないた

め、行政コスト計算書は損益計算ではなく発生主義によるコスト（行政コスト）を把握することが主

要な目的となります。 
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(3) 純資産変動計算書 

純資産変動計算書とは、貸借対照表の純資産の１年間の増減を示したものです。純資産変

動計算書では、資産形成にあたり、これまでの世代が負担してきた部分を示す貸借対照表の純

資産の部の１年間の増減がわかります。 

 

(4) 資金収支計算書 

資金収支計算書とは、１年間の資金の流れを活動別に「経常的収支」「公共資産整備収支」

「投資・財務的収支」の３つに区分して表示したもので、民間企業におけるキャッシュフロー計算

書に相当するものです。資金の流れを示した点では歳入歳出決算書と似ていますが、活動別に

区分することで、歳入歳出決算書ではわからなかった活動別の資金調達源と資金使途を把握

することができます。 

 

 

３．財務書類４表相関図 
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４．貸借対照表の作成意義 

地方自治体が貸借対照表を作成する意義は、次のようなことがあげられます。 

(1) 資産、負債などのストック状況を示すことができる。 

(2) 資産の形成と税金など（一般財源、国・県からの補助金等）の投入の関係を明らかにできる。 

(3) これまでの世代の負担と将来世代の負担の関係を明らかにできる。 

(4) 次のような近い将来の大量な資金需要に対する備えの必要性を明らかにできる。 

① 借金（地方債）償還のための資金 

② 道路などのインフラ資産、建物設備の更新・大規模修繕のための資金 

③ 職員の退職手当支給のための資金 

 

【貸借対照表の構成】

資　　産 負　　債

　　【例】国県補助金・収納した市税など

これまでに形成された市の行政サービスを提
供するための経営資源

　　【例】
　　道路・学校などの「使用する資産」
　　未利用市有地など「売れる土地」
　　貸付金・基金など

将来世代の負担

【例】市債、職員退職手当、債務負担など

純 資 産

これまでの世代の負担

 

 

５．総務省方式改訂モデルの特徴（主要な会計方針） 

(1) 作成方法 

貸借対照表、行政コスト計算書、純資産変動計算書及び資金収支計算書は、平成19年10月

に総務省より公表された「新地方公会計制度実務研究会報告書」における総務省方式改訂モ

デルに基づいて作成しています。 

 

（2） 有形固定資産の計上方法と台帳整備状況 

① 昭和 44 年以降の建設事業については決算統計のデータを基に算定した金額をもって計上 

  しています。昭和 43 年以前建設の主な施設は現在価格（再取得価格）で計上することとなっ 

  ています。取得原価を基礎として算定する方法は、普通建設事業費の累計額に減価償却を 

  実施した後の金額で評価を行っています。 

② 有形固定資産については台帳整備を行い、順次整理していくこととしています。 

③ 耐用年数については下表のとおりです。後で示す連結分等も同様の扱いです。 
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耐用年数表

決算統計上の区分 耐用年数 決算統計上の区分 耐用年数

総務費 土木費

庁舎費 50 道路 48

その他 25 橋りょう 60

民生費 河川 49

保育所 30 砂防 50

その他 25 海岸保全 30

衛生費 25 港湾 49

労働費 25 都市計画

農林水産業費 街路 48

造林 25 都市下水路 20

林道 48 区画整理 40

治山 30 公園 40

砂防 50 その他 25

漁港 50 住宅 40

農業農村整備 20 空港 25

海岸保全 30 その他 25

その他 25 消防費

商工費 25 庁舎 50

その他 10

教育費 50

その他 25  
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（3） 売却可能資産の範囲と評価の方法 

① 売却可能資産の範囲は、現に公用又は公共用に供されていない資産で、現に売却が可能 

と判断されるものを計上しています。（第三者に貸付しているものは除く） 

② 売却可能資産の評価は、次に掲げる方法によります。 

ア）普通財産のうち活用の図られていない土地及び用途廃止された行政財産については、原 

則として固定資産税路線価又は標準地価を0.7で割戻した金額としています。ただし、近 

傍類似地に取引事例がある場合で、当該事例価格との差が著しいときは、別に時価評価 

を行って判断することとしています。 

イ） 住宅地等の売却用の土地についても、固定資産税路線価又は標準地価を0.7で割戻し

た金額としています。 

 

（4） 債権の回収不能見込額の計上方法 

① 貸付金に係る回収不能見込額 

基本的に同種の債権ごとに債権の状況に応じて求めた過去５年間の「不納欠損額÷貸付金 

残高」の平均値により回収不能見込額を算定しています。 

② 長期延滞債権に係る回収不能見込額 

基本的に債権の状況に応じて求めた過去５年間の「不納欠損額÷（滞納繰越収入額＋不納 

欠損額）」の平均値により回収不能見込額を算定しています。 

③ 未収金に係る回収不能見込額 

基本的に未収金に係る回収不能見込額の算定は、債権の状況に応じて求めた過去５年間 

の「不納欠損額÷（滞納繰越収入額＋不納欠損額）」の平均値により回収不能額を算定して 

います。 

 

（5） 引当金の計上方法 

① 退職手当引当金は、平成24年度末に特別職を含む全職員（平成24年度末退職者を除く）が 

普通退職した場合の退職手当支給見込額から、翌年度支払予定退職手当の額を除いた額 

を計上しています。（ただし、翌年度支払予定退職手当は退手組合に加入している場合は 

計上されません。） 

② 賞与手当引当金は、平成25年度6月に支払うことが予定される期末手当及び勤勉手当のう 

ち、平成24年度中の労務提供に対して支払われるものを計上しています。 

③ 投資損失引当金は、出資金等の実質価値が30％以上下落した場合に、価値下落分相当額 

を計上しています。 
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 Ａ 普通会計分 

Ａ－１ 貸借対照表 

 

（単位：千円）

[資産の部] [負債の部]

１　公共資産 １　固定負債

(1) 有形固定資産 (1) 地方債 120,173,263

①生活インフラ・国土保全 204,974,233 52.6% (2) 長期未払金

②教育 88,526,702 22.7% ①物件の購入等

③福祉 5,540,074 1.4% ②債務保証又は損失補償

④環境衛生 16,191,870 4.2% ③その他

⑤産業振興 33,995,984 8.7% 長期未払金計 505,253

⑥消防 4,542,862 1.2% (3) 退職手当引当金 12,838,431

⑦総務 36,010,537 9.2% (4) 損失補償等引当金 0

有形固定資産計 389,782,262 固定負債合計 133,516,947

(2) 売却可能資産 1,708,695

公共資産合計 391,490,957 ２　流動負債

(1) 翌年度償還予定地方債 12,934,127

２　投資等 (2) 短期借入金（翌年度繰上充用金） 0

(1) 投資及び出資金 (3) 未払金 38,866

①投資及び出資金 3,388,921 (4) 翌年度支払予定退職手当 0

②投資損失引当金 △ 103,778 (5) 賞与引当金 560,160

投資及び出資金計 3,285,143 流動負債合計 13,533,153

(2) 貸付金 1,698,590

(3) 基金等 負　　債　　合　　計 147,050,100

①退職手当目的基金 0

②その他特定目的基金 4,279,279

③土地開発基金 1,900,000 [純資産の部]

④その他定額運用基金 0 １　公共資産等整備国県補助金等 65,728,294

⑤退職手当組合積立金 2,927,679

基金等計 9,106,958 ２　公共資産等整備一般財源等 245,519,555

(4) 長期延滞債権 620,180

(5) 回収不能見込額 △ 186,789 ３　その他一般財源等 △ 48,256,158

投資等合計 14,524,082

４　資産評価差額 1,494,812

３　流動資産

(1) 現金預金 純　 資　 産　 合　 計 264,486,503

①財政調整基金 2,847,278

②減債基金 600,961

③歳計現金 1,851,760

現金預金計 5,299,999

(2) 未収金

①地方税 201,457

②その他 20,266

③回収不能見込額 △ 158

未収金計 221,565

流動資産合計 5,521,564

資　　産　　合　　計 411,536,603 負 債 ・ 純 資 産 合 計 411,536,603

貸借対照表（普通会計）
(平成25年3月31日現在)

貸　　　　　　　　　　方借　　　　　　　　　　方

505,253

0

0

有形固定資産に占める比率
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※１　他団体及び民間への支出金により形成された資産 ①生活インフラ・国土保全 千円

②教育 千円

③福祉 千円

④環境衛生 千円

⑤産業振興 千円

⑥消防 千円

⑦総務 千円

計 千円

　上の支出金に充当された財源 ①国県補助金等 千円

②地方債 千円

③一般財源等 千円

計 千円

※２　債務負担行為に関する情報 ①物件の購入等 千円

②債務保証又は損失補償 千円

（うち共同発行地方債に係るもの 千円）

③その他 千円

※３　地方債残高（翌年度償還予定額を含む）のうち86,016,628千円については、償還時に地方交付税の算定の基礎に含まれることが見込まれているものです。

※４　普通会計の将来負担に関する情報

　普通会計の将来負担額 218,924,395 千円

　[内訳]　普通会計地方債残高 133,107,390 千円 133,107,390 千円

　　　　　債務負担行為支出予定額 3,067,128 千円 544119 千円 千円

　　　　　公営事業地方債負担見込額 72,681,655 千円 千円

　　　　　一部事務組合等地方債負担見込額 136,472 千円 千円

　　　　　退職手当負担見込額 9,910,752 千円 9,910,752 千円

　　　　　第三セクター等債務負担見込額 20,998 千円 0 千円 千円

　　　　　連結実質赤字額 0 千円

　　　　　一部事務組合等実質赤字負担額 0 千円

　基金等将来負担軽減資産 137,562,128 千円

　[内訳]　地方債償還額等充当基金残高 5,976,693 千円

　　　　　地方債償還額等充当歳入見込額 6,475,515 千円

　　　　　地方債償還額等充当交付税見込額 125,109,920 千円

　(差引)普通会計が将来負担すべき実質的な負債 81,362,267 千円

※５　有形固定資産のうち、土地は105,099,358千円です。また、有形固定資産の減価償却累計額は241,698,606千円です。

2,523,009

72,681,655

136,472

20,998

757,030

4,367,180

2,615,698

14,001,458

17,171,822

金額

12,642,716

22,053,596

43,418,854

487,508

209,259

4,296,407

43,418,854

8,722,542

3,582,881

0

7,532,667

項目
負債計上

【（翌年度償還予定）地
方債・（長期）未払金・引

当金】

注記

【契約債務・
偶発債務】

[内訳]

 

 
 
１．用語の解説 

(1) 公共資産 

昭和 44 年以降の建設事業については決算統計のデータを基に算定した金額をもって計上 

しています。昭和 43 年以前建設の主な施設は現在価格（再取得価格）で計上することとなっ 

ています。取得原価を基礎として算定する方法は、普通建設事業費の累計額に減価償却を 

実施した後の金額で評価を行っています。 

(2) 売却可能資産 

公共の用に使用されていない資産のうち、売却が可能な資産を計上しています。 

(3) 投資及び出資金 

保有有価証券、第３セクター等へ出資している出資金などを計上しています。 

(4) 基金 

財政調整基金と減債基金を除く流動性の低い基金残高を計上しています。 

(5) 退職手当組合積立金 

退職手当組合が保有する出雲市分の資金を計上しています。 
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(6) 財政調整基金 

年度間の調整を図り、財政運営を行うための流動性の高い基金残高を計上しています。 

(7) 減債基金 

主に起債償還の財源として年度間の調整を図り、財政運営を行うための流動性の高い基金 

残高を計上しています。 

(8) 歳計現金 

平成 24 年度決算時の歳入歳出差額を計上しています。 

(9) 固定負債 

返済期限が 1 年を超える債務残高を計上しています。 

(10) 地方債 

地方債残高のうち翌年度償還予定地方債額を除いた金額を計上しています。 

(11) 退職手当引当金 

平成 24 年度末に特別職を含む全職員（平成 24 年度末退職者を除く）が普通退職した場合 

の退職手当支給見込額を計上しています。 

(12) 賞与引当金 

平成 25 年度 6 月賞与支給額の 4/6（平成 24 年度中の労務提供に対して支払われるもの） 

を計上しています。 

(13) 純資産 

資産から負債を差し引いた差額を計上しています。 

(14) 公共資産等整備国県補助金等 

資産形成に充てられた国県支出金を計上しています。 

(15) 公共資産等整備一般財源等 

資産形成に充てられた一般財源を計上しています。 

(16) その他一般財源等 

純資産合計から、公共資産等整備国県補助金等・一般財源等及び資産評価差額を除いた 

額を計上しています。 

(17) 資産評価差額 

昭和 43 年度以前に取得した資産の再取得価格などを計上しています。 

 

２．「その他一般財源等」の赤字 

負債に見合う資産が計上されていないと、「その他一般財源等」は赤字になる場合がありま

す。「その他一般財源等」が赤字であることは、民間企業における債務超過又は累積損失の

状況を表すものではありません。原因としては赤字債（臨財債、減税補てん債など）を発行し、

その残高が負債に計上されている場合や、他団体が実施する事業の財源として建設債を発

行し、その残高が負債に計上されている場合などが想定されます。 
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Ａ－２ 行政コスト計算書 

 

 

 

行
政

コ
ス
ト

計
算
書

自
　

平
成

2
4
年

4
月

  
1
日

至
　

平
成

2
5
年

3
月

3
1
日

　
【
経

常
行

政
コ

ス
ト

】
（
単
位
：

千
円
）

総
　

　
額

（
構

成
比

率
）

生
活

イ
ン

フ
ラ

・
国

土
保

全
教

　
育

福
　

祉
環

 境
 衛

 生
産

 業
 振

 興
消

　
防

総
　

務
議

　
会

支
 払

 利
 息

回
収

不
能

見
込

計
上

額
そ

の
他

（
１

）
人

件
費

9
,8

0
9
,7

2
6

1
4
.5

%
9
1
1
,9

3
6

1
,8

3
1
,3

8
4

7
6
5
,6

2
1

5
1
9
,5

4
7

7
7
5
,8

5
6

1
,1

7
7
,1

1
0

3
,5

4
7
,6

6
0

2
8
0
,6

1
2

0

（
２

）
退

職
手

当
引

当
金

繰
入

等
1
,3

7
5
,6

3
4

2
.0

%
1
6
8
,6

9
5

2
6
6
,6

3
4

1
3
8
,9

8
9

9
2
,2

9
3

1
4
1
,8

8
6

2
1
2
,5

2
9

3
4
4
,8

5
0

9
,7

5
8

0

１
（
３

）
賞

与
引

当
金

繰
入

額
5
6
0
,1

6
0

0
.8

%
5
2
,2

9
7

1
0
4
,3

7
6

4
4
,8

5
0

3
0
,0

2
6

4
3
,9

5
2

6
8
,8

1
8

2
0
0
,2

9
8

1
5
,5

4
3

0

小
　

　
計

1
1
,7

4
5
,5

2
0

1
7
.4

%
1
,1

3
2
,9

2
8

2
,2

0
2
,3

9
5

9
4
9
,4

5
9

6
4
1
,8

6
6

9
6
1
,6

9
4

1
,4

5
8
,4

5
7

4
,0

9
2
,8

0
8

3
0
5
,9

1
3

0

（
１

）
物

件
費

1
0
,6

1
7
,0

7
6

1
5
.7

%
5
9
8
,6

6
3

3
,0

0
5
,6

9
6

5
3
3
,4

0
3

3
,4

6
0
,8

3
8

9
1
0
,5

0
9

2
5
1
,3

8
9

1
,8

3
5
,3

0
7

2
1
,2

7
1

0

（
２

）
維

持
補

修
費

6
3
8
,1

0
1

0
.9

%
2
0
8
,6

6
4

1
7
1
,0

8
3

9
9
,9

3
7

3
1
,0

2
7

1
0
1
,0

6
0

7
,9

1
9

1
8
,4

1
1

0

（
３

）
減

価
償

却
費

1
2
,7

3
7
,1

6
0

1
8
.8

%
4
,8

8
3
,4

0
7

2
,2

1
4
,1

9
3

3
5
2
,6

1
1

1
,2

8
3
,0

8
5

2
,1

0
7
,5

5
4

3
5
2
,0

6
7

1
,5

4
4
,2

4
3

小
　

　
計

2
3
,9

9
2
,3

3
7

3
5
.5

%
5
,6

9
0
,7

3
4

5
,3

9
0
,9

7
2

9
8
5
,9

5
1

4
,7

7
4
,9

5
0

3
,1

1
9
,1

2
3

6
1
1
,3

7
5

3
,3

9
7
,9

6
1

2
1
,2

7
1

0

（
１

）
社

会
保

障
給

付
1
3
,9

8
8
,0

5
1

2
0
.7

%
1
3
0
,6

7
8

1
3
,8

5
5
,0

1
2

2
,3

6
1

（
２

）
補

助
金

等
3
,5

3
1
,6

7
4

5
.2

%
5
7
,7

8
5

4
4
3
,0

1
6

1
,5

7
9
,3

3
3

3
7
,2

3
0

9
1
3
,5

7
6

7
4
,3

9
5

2
9
6
,2

4
7

1
3
0
,0

9
2

0

３
（
３

）
他

会
計

等
へ

の
支

出
額

9
,6

5
9
,1

5
0

1
4
.3

%
1
,9

7
6
,8

8
3

0
5
,3

7
5
,3

1
1

1
,0

3
1
,9

7
9

1
,2

7
4
,9

7
7

0
0

0

（
４

）
他

団
体

へ
の

　
　

　
公

共
資

産
整

備
補

助
金

等
2
,5

6
4
,2

0
6

3
.8

%
4
7
1
,1

1
8

0
4
7
0
,7

9
4

1
0
6
,6

5
6

7
6
7
,9

4
3

1
4
6
,5

7
7

6
0
1
,1

1
8

0

小
　

　
計

2
9
,7

4
3
,0

8
1

4
4
.0

%
2
,5

0
5
,7

8
6

5
7
3
,6

9
4

2
1
,2

8
0
,4

5
0

1
,1

7
8
,2

2
6

2
,9

5
6
,4

9
6

2
2
0
,9

7
2

8
9
7
,3

6
5

1
3
0
,0

9
2

0

（
１

）
支

払
利

息
2
,0

2
4
,6

4
5

3
.0

%
2
,0

2
4
,6

4
5

（
２

）
回

収
不

能
見

込
計

上
額

1
2
5
,9

0
3

0
.2

%
1
2
5
,9

0
3

（
３

）
そ

の
他

行
政

コ
ス

ト
0

0
.0

%
0

0

小
　

　
計

2
,1

5
0
,5

4
8

3
.2

%
0

0
0

0
0

0
0

0
2
,0

2
4
,6

4
5

1
2
5
,9

0
3

0

6
7
,6

3
1
,4

8
6

9
,3

2
9
,4

4
8

8
,1

6
7
,0

6
1

2
3
,2

1
5
,8

6
0

6
,5

9
5
,0

4
2

7
,0

3
7
,3

1
3

2
,2

9
0
,8

0
4

8
,3

8
8
,1

3
4

4
5
7
,2

7
6

2
,0

2
4
,6

4
5

1
2
5
,9

0
3

0

（
　

構
　

成
　

比
　

率
　

）
1
3
.8

%
1
2
.1

%
3
4
.3

%
9
.8

%
1
0
.4

%
3
.4

%
1
2
.4

%
0
.7

%
3
.0

%
0
.2

%
0
.0

%

　
【
経

常
収

益
】

一
般

財
源

振
替

額

１
使

用
料

・
手

数
料

ｂ
1
,7

4
6
,1

9
4

1
9
9
,9

0
6

1
0
9
,3

2
5

1
4
7
,8

2
4

8
3
6
,7

7
6

2
3
,1

5
8

4
,3

6
9

1
7
7
,0

0
2

0
0

0
2
4
7
,8

3
4

２
分

担
金

・
負

担
金

・
寄

附
金

ｃ
1
,4

7
8
,8

6
0

3
1

5
,9

5
0

1
,1

2
2
,6

3
4

1
8
3
,9

2
1

5
2
,2

9
0

1
4
,3

0
4

4
6
,0

8
6

0
0

0
5
3
,6

4
4

3
,2

2
5
,0

5
4

1
9
9
,9

3
7

1
1
5
,2

7
5

1
,2

7
0
,4

5
8

1
,0

2
0
,6

9
7

7
5
,4

4
8

1
8
,6

7
3

2
2
3
,0

8
8

0
0

0
3
0
1
,4

7
8

ｄ
／

ａ
4
.7

7
%

2
.1

%
1
.4

%
5
.5

%
1
5
.5

%
1
.1

%
0
.8

%
2
.7

%
0
.0

%
0
.0

%
0
.0

%

6
4
,4

0
6
,4

3
2

9
,1

2
9
,5

1
1

8
,0

5
1
,7

8
6

2
1
,9

4
5
,4

0
2

5
,5

7
4
,3

4
5

6
,9

6
1
,8

6
5

2
,2

7
2
,1

3
1

8
,1

6
5
,0

4
6

4
5
7
,2

7
6

2
,0

2
4
,6

4
5

1
2
5
,9

0
3

0
△

 3
0
1
,4

7
8

（
差

引
）
純

経
常

行
政

コ
ス

ト
ａ
－

ｄ

２ ４ 経
常

行
政

コ
ス

ト
ａ

経
常

収
益

合
計

（
ｂ

＋
ｃ

）
ｄ



10 
 

〔用語の解説〕 

(1) 人件費 

   給与等から退職手当組合負担金、賞与引当金を除いた金額を計上しています。 

(2) 退職手当引当金繰入等 

当該年度に引当金として新たに繰り入れた金額を計上しています。 

(3) 賞与引当金繰入額 

次年度に支払うことを予定している期末・勤勉手当のうち当該年度中の労務提供に対して支 

払われる額を計上しています。 

(4) 物件費 

光熱水費、委託料、消耗品購入費などを計上しています。 

(5) 減価償却費 

固定資産の経年劣化に伴う価値の減少額を計上しています。 

(6) 社会保障給付 

生活保護費、子ども手当、児童扶養手当等の扶助費を計上しています。 

(7) 補助金等 

各種団体に対する補助金を計上しています。 

(8) 他会計等への支出額 

特別会計に対する支出金（繰出金）を計上しています。 

(9) 回収不能見込計上額 

未収金のうち将来回収不能となるリスクが高いものを計上しています。 
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Ａ－３ 純資産変動計算書 

 

（単位：千円）

純資産合計
公共資産等整備
国県補助金等

公共資産等整備
一般財源等

その他
一般財源等

資産評価差額

期首純資産残高 264,906,308 65,767,046 242,792,685 △ 45,272,398 1,618,975

純経常行政コスト △ 64,406,432 △ 64,406,432

一般財源

地方税 20,053,436 20,053,436

地方交付税 24,690,708 24,690,708

その他行政コスト充当財源 4,758,074 4,758,074

補助金等受入 14,707,520 2,457,230 12,250,290

臨時損益

災害復旧事業費 △ 391,883 △ 391,883

公共資産除売却損益 0 0

投資損失 0 0

損失補償等引当金繰入等 0 0

科目振替

公共資産整備への財源投入 2,224,836 △ 2,224,836

公共資産処分による財源増 0 0 292,935 △ 292,935

貸付金・出資金等への財源投入 1,505,159 △ 1,505,159

貸付金・出資金等の回収等による財源増 0 △ 2,462,927 2,462,927

減価償却による財源増 △ 2,495,982 △ 10,241,178 12,737,160

地方債償還等に伴う財源振替 11,700,980 △ 11,700,980

資産評価替えによる変動額 168,772 168,772

無償受贈資産受入 0 0

その他 0 0

期末純資産残高 264,486,503 65,728,294 245,519,555 △ 48,256,158 1,494,812

純資産変動計算書
自　平成24年4月  1日

至　平成25年3月31日

 

 

 

〔用語の解説〕 

(1) 純経常行政コスト 

行政コスト計算書における純経常行政コストです。 

(2) その他行政コスト充当財源 

地方譲与税、地方消費税交付金、地方特例交付金などです。 

(3) 科目振替 

純資産を構成する科目相互間での資金変動を表したものです。 
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Ａ－４ 資金収支計算書 

           

（単位：千円）

人件費

物件費

社会保障給付

補助金等

支払利息

他会計等への事務費等充当財源繰出支出

その他支出

支 出 合 計

地方税

地方交付税

国県補助金等

使用料・手数料

分担金・負担金・寄附金

諸収入

地方債発行額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

経 常 的 収 支 額

公共資産整備支出

公共資産整備補助金等支出

他会計等への建設費充当財源繰出支出

支 出 合 計

国県補助金等

地方債発行額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

公 共 資 産 整 備 収 支 額

投資及び出資金

貸付金

基金積立額

定額運用基金への繰出支出

他会計等への公債費充当財源繰出支出

地方債償還額

長期未払金支払支出

支 出 合 計

国県補助金等

貸付金回収額

基金取崩額

地方債発行額

公共資産等売却収入

その他収入

収 入 合 計

投 資 ・ 財 務 的 収 支 額

翌年度繰上充用金増減額

当年度歳計現金増減額

期首歳計現金残高

期末歳計現金残高 OK

※1 一時借入金に関する情報
① 資金収支計算書には一時借入金の増減は含まれていません。
② 平成24年度における一時借入金の借入限度額は6,200,000千円です。
③ 支払利息のうち、一時借入金利子は4,552千円です。
※2 基礎的財政収支（プライマリーバランス）に関する情報

　収入総額 千円
　地方債発行額 △
　財政調整基金等取崩額 △
　支出総額 △
　地方債元利償還額
　財政調整基金等積立額
　　基礎的財政収支 千円

資金収支計算書
自　平成24年4月  1日

至　平成25年3月31日

１ 経 常 的 収 支 の 部

2,024,645

6,101,783

1,029,984

49,294,406

12,001,193

10,617,076

13,988,051

3,531,674

1,339,555

1,041,201

3,552,200

1,705,529

20,020,374

24,690,708

11,727,134

1,530,571

8,918,960

311,529

11,794,695

2,980,386

2,564,206

3,336,105

68,943,377

19,648,971

２ 公 共 資 産 整 備 収 支 の 部

△ 3,148,712

３ 投 資 ・ 財 務 的 収 支 の 部

0

1,496,480

5,503,400

28,363

133,834

8,645,983

0

1,442,818

0

787,000

612,731

3,316,963

53,647

19,214,896

0

13,735,075

395,889

1,455,871

1,851,760

292,935

587,773

3,110,526

△ 16,104,370

0

15,755,168
28,810

5,387,821

80,699,886
9,842,600

949,446
80,303,997
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〔用語の解説〕 

 

(1) 経常的収支 

人件費や物件費の支出と税収や国庫支出金などの収入との収支です。日常の行政活動に 

よるものです。 

(2) 公共資産整備収支 

道路や学校、公園など公共資産の整備に関する支出とその財源となる補助金・起債との収 

支です。 

(3) 投資・財務的収支 

出資、基金の積立、地方債の元金償還などの支出とその財源となる補助金などとの収支で 

す。 

(4) 基礎的財政収支（プライマリーバランス）に関する情報 

地方債元利償還額と財政調整・減債基金積立を除いた歳出と、地方債発行収入と財政調 

整・減債基金の取り崩し額を除いた歳入のバランスをみるものです。 
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Ａ－５ 分析指標について（普通会計） 

 

財務書類から算定される指標や、住民１人当たりに換算した金額により、自団体の特徴をとらえ

たり、人口等規模の異なる他団体との比較を行うことができます。主要な財務書類を分析するため

の指標については、次のとおりです。 

 

指標名 平均的な値 指標の意味 算定方法

歳入対資産比率 4.8 年 5.0 年 3.0～7.0年
これまでに形成された資産が歳入
の何年分に相当するかを表し、資産
の形成度合いを測ります。

資産合計÷歳入総額

資産老朽化比率 37.7 ％ 44.5 ％ 35～50％

耐用年数に対して、全体としてどの
程度資産の償却が進んでいるかを
示します。比率が高いほど、償却が
進んでいる可能性が高いといえま
す。

減価償却累計額÷（有形固定
資産合計－土地＋減価償却
累計額）×100

現役世代負担比率 67.0 ％ 67.6 ％ 50～90％
社会資本等の形成に係る、将来世
代の負担の比重を示します。高いほ
ど健全であるで言えます。

純資産総額÷公共資産合計
×100

将来世代負担比率 34.7 ％ 34.0 ％ 15～40％
比率が低いほど次世代の負担が少
ないことを表しています。

（地方債残高＋翌年度償還予
定地方債）÷公共資産合計×
100

行政コスト対公共資産比率 17.4 ％ 17.3 ％ 10～30％

どれだけの資産でどれだけの行政
サービスを提供しているか（資産が
効率的に活用されているか）を示し
ます。

経常行政コスト÷公共資産合
計×100

行政コスト対税収等比率 86.8 ％ 86.5 ％ 90～110％

税収などの一般財源等が、資産形
成を伴わない純経常行政コストにど
の程度費やされたかを示します。
100%に近づくほど資産形成の余裕
度が低いこと、また100%を越えると
過去から蓄積した資産が取り崩され
たことを示します。

純経常行政コスト÷（一般財源
＋補助金等受入+減価償却に
よる財源増）×100

純資産比率 63.7 ％ 64.3 ％ -
現在保有する資産に対し、既に負担
済みである額の割合を示します。高
いほど健全であると言えます。

純資産総額÷資産総額×100

受益者負担比率 4.7 ％ 4.8 ％ 2～8％
行政コストに対する受益者負担の割
合を示します。

経常収益÷経常行政コスト×
100

住民一人当たり資産 2,399 千円 2,377 千円 1,000～3,000千円 -
資産合計÷住民基本台帳人
口

住民一人当たり負債 872 千円 849 千円 300～1,000千円 -
負債合計÷住民基本台帳人
口

住民一人当たり純行政コスト 377 千円 372 千円 200～500千円 -
純行政コスト÷住民基本台帳
人口

＊年度末人口は173,153人　（平成24年3月31日現在の住民基本台帳人口）

H24決算
算定結果

H23決算
算定結果

＊分析指標及び平均的な値は、「新地方会計制度の徹底解説」（ぎょうせい）による
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Ａ－６ 参考資料 

１．平成２３年度普通会計分 県内各市等の有形固定資産額の状況 

平成23年度決算分　有形固定資産の状況

（単位：百万円）

出雲市 松江市 浜田市 益田市 大田市 安来市 江津市 雲南市 8市平均

205,739 169,803 66,333 49,202 45,247 37,892 32,498 56,939 82,957

87,772 104,289 35,020 15,700 26,164 23,295 11,778 30,923 41,868

5,875 14,965 4,644 4,594 2,683 6,660 1,442 7,628 6,061

17,234 30,323 3,930 3,865 4,761 2,924 2,025 1,429 8,311

35,233 41,387 23,518 11,955 13,425 7,024 4,381 19,207 19,516

4,513 4,697 2,396 461 827 755 498 624 1,846

37,106 26,233 17,522 7,765 6,585 9,707 6,207 8,941 15,008

393,472 391,697 153,363 93,542 99,692 88,257 58,829 125,691 175,567

住民一人当たり有形固定資産の状況 （単位：千円）

出雲市 松江市 浜田市 益田市 大田市 安来市 江津市 雲南市 8市平均

173,153 205,823 58,411 50,046 38,336 41,884 25,529 42,277 79,432

1,188 825 1,136 983 1,180 905 1,273 1,347 1,105

507 507 600 314 682 556 461 731 545

34 73 80 92 70 159 56 180 93

100 147 67 77 124 70 79 34 87

203 201 403 239 350 168 172 454 274

26 23 41 9 22 18 20 15 22

214 127 300 155 172 232 243 211 207

2,272 1,903 2,627 1,869 2,600 2,108 2,304 2,972 2,333

＊数値は各市公表資料より転載

消防

総務

合計

H23年度末住民基本台帳人口（人）

生活インフラ・国土保全

教育

福祉

環境衛生

産業振興

合計

区分

区分

生活インフラ・国土保全

教育

福祉

環境衛生

産業振興

消防

総務

 

 

(1) 出雲市の生活インフラ・国土保全分が他市に比し数値が大きいのは、道路整備事業、区画

整理事業及び街路事業の事業量が大きかったためであると考えられます。 

(2) 出雲市の福祉分が他市に比し数値が小さいのは、市直営の保育園・介護保険施設等の社

会福祉施設が少なく、民間の施設が多いためであると考えられます。 

(3) 出雲市の環境衛生分が他市に比し数値が大きいのは、ごみ処理施設（エネルギーセンタ

ー）及びし尿処理施設（環境センター）が比較的新しく、減価償却が進んでいないためであ

ると考えられます。 

(4) 出雲市の総務分が他市に比し数値が大きいのは、庁舎（新庁舎）が新しく、減価償却が進

んでいないためであると考えられます。 
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２．平成２３年度普通会計分 県内各市等の財務書類分析指標 

指標名

歳入対資産比率 4.8 年 4.2 年 4.5 年 3.8 年

資産老朽化比率 37.7 ％ 43.1 ％ 50.4 ％ - ％

現役世代負担比率 67.0 ％ 62.9 ％ 74.5 ％ 61.0 ％

将来世代負担比率 34.7 ％ 32.0 ％ 33.3 ％ 39.3 ％

受益者負担比率 4.7 ％ 4.6 ％ 3.6 ％ 4.4 ％

住民一人当たり資産 2,399 千円 2,089 千円 2,941 千円 1,995 千円

住民一人当たり負債 872 千円 775 千円 983 千円 854 千円

住民一人当たり純行政コスト 377 千円 - 千円 491 千円 422 千円

指標名

歳入対資産比率 4.9 年 3.7 年 3.9 年 - 年

資産老朽化比率 50.1 ％ 48.1 ％ 46.1 ％ - ％

現役世代負担比率 75.6 ％ 64.5 ％ 67.0 ％ - ％

将来世代負担比率 32.1 ％ 32.7 ％ 38.1 ％ - ％

受益者負担比率 3.4 ％ 4.3 ％ 3.6 ％ - ％

住民一人当たり資産 2,962 千円 2,330 千円 2,568 千円 - 千円

住民一人当たり負債 968 千円 827 千円 1,020 千円 - 千円

住民一人当たり純行政コスト 494 千円 442 千円 485 千円 - 千円

指標名

歳入対資産比率 4.3 年

資産老朽化比率 45.9 ％

現役世代負担比率 67.5 ％

将来世代負担比率 34.6 ％

受益者負担比率 4.1 ％

住民一人当たり資産 2,469 千円

住民一人当たり負債 900 千円

住民一人当たり純行政コスト 452 千円

＊各市公表資料から転載・算定、「－」は非公表

2～8％

1,000～3,000千円

300～1,000千円

200～500千円

平均的な値

3.0～7.0年

35～50％

50～90％

15～40％

＊分析指標及び平均的な値は、「新地方公会計制度の徹底解説」（ぎょうせい）による

H23決算
県内８市平均

H23決算
出雲市

H23決算
浜田市

H23決算
益田市

H23決算
江津市

H23決算
松江市

H23決算
大田市

H23決算
雲南市

H23決算
安来市

 

＊指標の意味・指標の計算式などは「分析指標について（普通会計）」(p.14)を参照してください。 

 

出雲市の場合、各指標とも平均的な値の範囲内であり、他市との比較においても突出した数値・

金額はありませんが、一人当たりの負債額が多く、将来世代負担比率が高いことから、新規発行債

の抑制や繰上償還などにより、引き続き負債の縮減に努める必要があると言えます。 
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Ｂ 出雲市全体分（下水道、水道、病院等特別会計を連結したもの） 

Ｂ－１ 全出雲市会計貸借対照表 

（単位：千円）

[資産の部] [負債の部]

１　公共資産 １　固定負債

(1) 有形固定資産 (1) 地方債

①生活インフラ・国土保全 324,355,315 58.2% ①普通会計地方債 120,173,263

②教育 88,526,702 15.9% ②公営事業地方債 90,244,616

③福祉 5,540,074 1.0%  地方債計 210,417,879

④環境衛生 63,781,191 11.5% (2) 長期未払金 505,253

⑤産業振興 34,290,531 6.2% (3) 引当金 14,130,557

⑥消防 4,542,862 0.8% （うち退職手当等引当金） 14,130,557

⑦総務 36,010,537 6.5% （うちその他の引当金） 0

⑧収益事業 0 0.0% (4) その他 0

⑨その他 0 0.0% 固定負債合計 225,053,689

有形固定資産計 557,047,212

(2) 無形固定資産 5,449 ２　流動負債

(3) 売却可能資産 1,708,695 (1) 翌年度償還予定地方債 17,786,435

公共資産合計 558,761,356 (2) 短期借入金（翌年度繰上充用金を含む） 0

(3) 未払金 761,442

２　投資等 (4) 翌年度支払予定退職手当 0

(1) 投資及び出資金 1,583,726 (5) 賞与引当金 693,553

(2) 貸付金 1,698,590 (6) その他 215,343

(3) 基金等 9,911,255 流動負債合計 19,456,773

(4) 長期延滞債権 983,362

(5) その他 0 負　　債　　合　　計 244,510,462

(6) 回収不能見込額 △ 333,342

投資等合計 13,843,591

[純資産の部]

３　流動資産 １　公共資産等整備国県補助金等 0

(1) 資金 8,903,213 ２　公共資産等整備一般財源等 2,169

(2) 未収金 1,214,092 ３　その他一般財源等 44,966

(3) 販売用不動産 288,965 ４　資産評価差額 0

(4) その他 83,291

(5) 回収不能見込額 △ 28,038 純　 資　 産　 合　 計 338,778,945

流動資産合計 10,461,523

４　繰延勘定 222,938

資　　産　　合　　計 583,289,407 負 債 及 び 純 資 産 合 計 583,289,407

地方公共団体全体の貸借対照表
（平成２５年３月３１日現在）

借　　　　　　　　　　方 貸　　　　　　　　　　方

有形固定資産に占める比率

 
 
１．連結処理した会計 

・国民健康保険事業特別会計         ・国民健康保険橋波診療所事業特別会計 
・診療所特別会計              ・介護保険事業特別会計 
・後期高齢者医療特別会計          ・下水道事業特別会計 
・簡易水道事業特別会計           ・浄化槽設置事業特別会計 
・農業・漁業集落排水事業特別会計      ・廃棄物発電事業特別会計 
・風力発電事業特別会計           ・駐車場事業特別会計 
・企業用地造成事業特別会計          
・水道事業会計               ・病院事業会計 
＊市出資金、繰出金など金額の大きい内部取引等については相殺消去をしています。 



18 
 

人口： 174,702 人(H25.3.31現在　住基人口) （単位：千円）

[資産の部] [負債の部]

１　公共資産 １　固定負債

(1) 有形固定資産 (1) 地方債

①生活インフラ・国土保全 1,857 ①普通会計地方債 688

②教育 507 ②公営事業地方債 517

③福祉 32  地方債計 1,204

④環境衛生 365 (2) 長期未払金 3

⑤産業振興 196 (3) 引当金 81

⑥消防 26 （うち退職手当等引当金） 81

⑦総務 206 （うちその他の引当金） 0

⑧収益事業 0 (4) その他 0

⑨その他 0 固定負債合計 1,288

有形固定資産計 3,189

(2) 無形固定資産 0 ２　流動負債

(3) 売却可能資産 10 (1) 翌年度償還予定地方債 102

公共資産合計 3,198 (2) 短期借入金（翌年度繰上充用金を含む） 0

(3) 未払金 4

２　投資等 (4) 翌年度支払予定退職手当 0

(1) 投資及び出資金 9 (5) 賞与引当金 4

(2) 貸付金 10 (6) その他 1

(3) 基金等 57 流動負債合計 111

(4) 長期延滞債権 6

(5) その他 0 負　　債　　合　　計 1,400

(6) 回収不能見込額 △ 2

投資等合計 79

[純資産の部]

３　流動資産 １　公共資産等整備国県補助金等 0

(1) 資金 51 ２　公共資産等整備一般財源等 2,169

(2) 未収金 7 ３　その他一般財源等 44,966

(3) 販売用不動産 2 ４　資産評価差額 0

(4) その他 0

(5) 回収不能見込額 △ 0 純　 資　 産　 合　 計 1,939

流動資産合計 60

４　繰延勘定 1

資　　産　　合　　計 3,339 負 債 及 び 純 資 産 合 計 3,339

＊小数点以下の端数処理の関係で合計が合わないことがあります。

住民１人当たりの地方公共団体全体の貸借対照表
（平成２５年３月３１日現在）

借　　　　　　　　　　方 貸　　　　　　　　　　方

 

 
２．資産と負債の状況など  

＊人口は平成 25 年 3 月末住民基本台帳人口 
(1) 住民一人当たりの資産  ３，３３９千円 （H23 決算数値 ３，３９５千円） 
(2) 住民一人当たりの負債  １，４００千円 （H23 決算数値 １，４４４千円） 
(3) 住民一人当たりの純経常行政コスト ４３５千円 （H23 決算数値 ４４０千円） 
(4) 現役世代負担比率 ＊比率が高いほど次世代の負担が少ないことを表しています。 
（社会資本形成に対する現在までの世代の負担比率 純資産／公共資産） 

     ６０．８％ （H23 決算数値 ６０．１％） 
(5) 将来世代負担比率 ＊比率が低いほど次世代の負担が少ないことを表しています。 
（（地方債残高＋翌年度償還予定地方債）／公共資産） 

     ４０．９％ （H23 決算数値 ４１．４％） 
(6) 純資産比率 ＊高いほど健全であると言われています。 
（資産のうち負債を差し引いた正味の財産の比率 純資産／資産合計） 

     ５８．０％ （H23 決算数値 ５７．５％） 



19 
 

Ｂ－２ 全出雲市会計行政コスト計算書 
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Ｂ－３ 全出雲市会計純資産変動計算書 

 

（単位：千円）

純資産合計

期首純資産残高 337,776,437

純経常行政コスト △ 75,939,831

一般財源

地方税 20,053,436

地方交付税 24,690,708

その他行政コスト充当財源 4,758,074

補助金等受入 26,654,740

臨時損益

災害復旧事業費 △ 391,883

公共資産除売却損益 △ 56,886

投資損失 0

収益事業純損失 0

損失補償等引当金繰入 0

出資の受入・新規設立 124,548

資産評価替えによる変動額 120,037

無償受贈資産受入 22

その他 989,543

期末純資産残高 338,778,945

地方公共団体全体の純資産変動計算書
自　平成２４年４月 １ 日

至　平成２５年３月３１日
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Ｂ－４ 全出雲市会計資金収支計算書 

           

（単位：千円）

人件費

物件費

社会保障給付

補助金等

支払利息

その他支出

支 出 合 計

地方税

地方交付税

国県補助金等

使用料・手数料

分担金・負担金・寄附金

保険料

事業収入

諸収入

地方債発行額

長期借入金借入額

短期借入金増加額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

経 常 的 収 支 額

公共資産整備支出

公共資産整備補助金等支出

その他支出

支 出 合 計

国県補助金等

地方債発行額

長期借入金借入額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

公 共 資 産 整 備 収 支 額

投資及び出資金

貸付金

基金積立額

定額運用基金への繰出支出

地方債償還額

長期借入金返済額

短期借入金減少額

長期未払金支払支出

収益事業純支出

その他支出

支 出 合 計

国県補助金等

貸付金回収額

基金取崩額

地方債発行額

長期借入金借入額

公共資産等売却収入

収益事業純収入

その他収入

収 入 合 計

投 資 ・ 財 務 的 収 支 額

翌年度繰上充用金増減額

当年度資金増減額

期首資金残高

経費負担割合変更に伴う差額

期末資金残高 8,903,213

0

637,024

4,396,831

△ 16,788,508

0

0

292,935

0

651,168

0

9,917,324

0

21,185,339

0

△ 1,014,111

18,984,044

53,647

0

0

△ 949,446

2,611,000

362,500

1,442,818

△ 3,596,885

３ 投 資 ・ 財 務 的 収 支 の 部

0

1,496,480

4,192,199

8,055,500

0

28,363

652,406

12,928,468

106,703,972

19,371,282

２ 公 共 資 産 整 備 収 支 の 部

13,839,077

2,686,276

16,525,353

0

1,229,645

3,552,200

0

0

1,705,529

3,385,684

24,690,708

22,100,041

1,530,571

13,347,675

7,880,421

7,261,124

39,792,170

10,641,198

3,986,406

4,153,535

87,332,690

20,020,374

地方公共団体全体の資金収支計算書
自　平成２４年４月　１日

至　平成２５年３月３１日

１ 経 常 的 収 支 の 部

14,526,424

14,232,957
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Ｃ 連結財務４書類（出資３セク等を連結決算したもの） 

Ｃ－１ 連結貸借対照表 

（単位：千円）

[資産の部] [負債の部]

１　公共資産 １　固定負債

(1) 有形固定資産 (1) 地方公共団体

①生活インフラ・国土保全 324,639,307 57.4% ①普通会計地方債 120,173,263

②教育 88,563,310 15.7% ②公営事業地方債 93,704,353

③福祉 5,544,853 1.0%  地方公共団体計 213,877,616

④環境衛生 69,977,168 12.4% (2) 関係団体

⑤産業振興 35,205,989 6.2% ①一部事務組合・広域連合地方債 0

⑥消防 4,542,862 0.8% ②地方三公社長期借入金 0

⑦総務 36,694,031 6.5% ③第三セクター等長期借入金 586,343

⑧収益事業 0 0.0%  関係団体計 586,343

⑨その他 61 0.0% (3) 長期未払金 0

有形固定資産計 565,167,581 (4) 引当金 14,288,119

(2) 無形固定資産 8,467 （うち退職手当等引当金） 14,236,161

(3) 売却可能資産 1,713,067 （うちその他の引当金） 51,958

公共資産合計 566,889,115 (5) その他 297,718

固定負債合計 229,049,796

２　投資等 ２　流動負債

(1) 投資及び出資金 793,954 (1) 翌年度償還予定額

(2) 貸付金 1,897,344 ①地方公共団体 17,995,310

(3) 基金等 10,874,851 ②関係団体 0

(4) 長期延滞債権 986,893  翌年度償還予定額計 17,995,310

(5) その他 24,031 (2) 短期借入金（翌年度繰上充用金を含む） 1,145,550

(6) 回収不能見込額 △ 333,342 (3) 未払金 1,003,387

投資等合計 14,243,731 (4) 翌年度支払予定退職手当 7,969

(5) 賞与引当金 700,067

(6) その他 300,926

３　流動資産 流動負債合計 21,153,209

(1) 資金 10,769,945

(2) 未収金 1,806,295 負　　債　　合　　計 250,203,005

(3) 販売用不動産 838,012

(4) その他 281,564 [純資産の部]

(5) 回収不能見込額 △ 31,746 １　公共資産等整備国県補助金等 0

流動資産合計 13,664,070 ２　公共資産等整備一般財源等 △ 850,069

３　他団体及び民間出資分 0

４　その他一般財源等 44,966

４　繰延勘定 222,938 ５　資産評価差額 0

純　 資　 産　 合　 計 344,816,848

資　　産　　合　　計 595,019,853 負 債 及 び 純 資 産 合 計 595,019,853

連結貸借対照表
（平成２５年３月３１日現在）

借　　　　　　　　　　方 貸　　　　　　　　　　方

有形固定資産に占める比率

 
 
連結対象法人（出資割合50％以上）
名称 出資比率 名称 出資比率 名称 出資比率

出雲市土地開発公社 100.0% 株式会社カリス湖陵 77.8% 株式会社出雲総合卸売市場 55.0%

出雲市都市公社 100.0% 多伎町海洋観光開発株式会社 70.2% 斐川町農業公社 50.0%

出雲市教育文化振興財団 100.0% 株式会社すばる企画 61.2%

出雲ターミナル株式会社 82.0% 株式会社多伎振興 50.0%

有限会社エコプラント佐田 79.3% 株式会社出雲典礼 60.0%

連結対象事務組合
名称 負担率 ＊事務組合は負担割合按分で連結しています。

島根県市町村総合事務組合 18.2% ＊市出資金、金額の大きい内部取引等については

島根県後期高齢者広域連合（事務費） （保険給付費） 21.1%    相殺消去をしています。

斐川宍道水道企業団（水道事業） 75.0%

斐川宍道水道企業団（工業用水道事業） 100.0%  
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人口： 174,702 人(H25.3.31現在　住基人口) （単位：千円）

[資産の部] [負債の部]

１　公共資産 １　固定負債

(1) 有形固定資産 (1) 地方公共団体

①生活インフラ・国土保全 1,858 ①普通会計地方債 688

②教育 507 ②公営事業地方債 536

③福祉 32  地方公共団体計 1,224

④環境衛生 401 (2) 関係団体

⑤産業振興 202 ①一部事務組合・広域連合地方債 0

⑥消防 26 ②地方三公社長期借入金 0

⑦総務 210 ③第三セクター等長期借入金 3

⑧収益事業 0  関係団体計 3

⑨その他 0 (3) 長期未払金 0

有形固定資産計 3,235 (4) 引当金 82

(2) 無形固定資産 0 （うち退職手当等引当金） 81

(3) 売却可能資産 10 （うちその他の引当金） 0

公共資産合計 3,245 (5) その他 2

固定負債合計 1,311

２　投資等 ２　流動負債

(1) 投資及び出資金 5 (1) 翌年度償還予定額

(2) 貸付金 11 ①地方公共団体 103

(3) 基金等 62 ②関係団体 0

(4) 長期延滞債権 6  翌年度償還予定額計 103

(5) その他 0 (2) 短期借入金（翌年度繰上充用金を含む） 7

(6) 回収不能見込額 △ 2 (3) 未払金 6

投資等合計 82 (4) 翌年度支払予定退職手当 0

(5) 賞与引当金 4

(6) その他 2

３　流動資産 流動負債合計 121

(1) 資金 62

(2) 未収金 10 負　　債　　合　　計 1,432

(3) 販売用不動産 5

(4) その他 2 [純資産の部]

(5) 回収不能見込額 △ 0 １　公共資産等整備国県補助金等 0

流動資産合計 78 ２　公共資産等整備一般財源等 △ 850,069

３　他団体及び民間出資分 0

４　その他一般財源等 44,966

４　繰延勘定 1 ５　資産評価差額 0

純　 資　 産　 合　 計 1,974

資　　産　　合　　計 3,406 負 債 及 び 純 資 産 合 計 3,406

＊小数点以下の端数処理の関係で合計が合わないことがあります。

住民１人当たり連結貸借対照表
（平成２５年３月３１日現在）

借　　　　　　　　　　方 貸　　　　　　　　　　方

 

１．資産と負債の状況など 

＊人口は平成 25 年 3 月末住民基本台帳人口 
(1) 住民一人当たりの資産 ３，４０６千円 （H23 決算数値 ３，４６３千円） 
(2) 住民一人当たりの負債 １，４３２千円 （H23 決算数値 １，４７８千円） 
(3) 住民一人当たりの純経常行政コスト ４８６千円 （H23 決算数値 ４９２千円） 
(4) 現役世代負担比率 

（社会資本形成に対する現在までの世代の負担比率 純資産／公共資産） 
     ６０．８％ （H23 決算数値 ６０．３％） 

(5) 将来世代負担比率（地方公共団体起債残高＋関係団体起債残高＋翌年度償還予定額）／公共資産） 

     ４０．９％ （H23 決算数値 ４１．５％） 
(6) 純資産比率 

（資産のうち負債を差し引いた正味の財産の比率 純資産／資産合計） 
     ５８．０％ （H23 決算数値 ５７．３％） 
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Ｃ－２ 連結行政コスト計算書 
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Ｃ－３ 連結純資産変動計算書 

 

 

（単位：千円）

純資産合計

期首純資産残高 343,819,531

純経常行政コスト △ 84,937,850

一般財源

地方税 20,053,436

地方交付税 24,690,708

その他行政コスト充当財源 4,788,108

補助金等受入 35,615,263

臨時損益

災害復旧事業費 △ 391,883

公共資産除売却損益 △ 61,880

投資損失 0

収益事業純損失 △ 201

損失補償等引当金繰入 0

出資の受入・新規設立 133,148

資産評価替えによる変動額 120,037

無償受贈資産受入 22

その他 988,409

期末純資産残高 344,816,848

連結純資産変動計算書
自　平成２４年４月 １ 日

至　平成２５年３月３１日
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Ｃ－４ 連結資金収支計算書 

           

（単位：千円）

人件費

物件費

社会保障給付

補助金等

支払利息

その他支出

支 出 合 計

地方税

地方交付税

国県補助金等

使用料・手数料

分担金・負担金・寄附金

保険料

事業収入

諸収入

地方債発行額

長期借入金借入額

短期借入金増加額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

経 常 的 収 支 額

公共資産整備支出

公共資産整備補助金等支出

地方独立行政法人公共資産整備支出

一部事務組合・広域連合公共資産整備支出

地方三公社公共資産整備支出

第三セクター等公共資産整備支出

その他支出

支 出 合 計

国県補助金等

地方債発行額

長期借入金借入額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

公 共 資 産 整 備 収 支 額

投資及び出資金

貸付金

基金積立額

定額運用基金への繰出支出

地方債償還額

長期借入金返済額

短期借入金減少額

長期未払金支払支出

収益事業純支出

その他支出

支 出 合 計

国県補助金等

貸付金回収額

基金取崩額

地方債発行額

長期借入金借入額

公共資産等売却収入

収益事業純収入

その他収入

収 入 合 計

投 資 ・ 財 務 的 収 支 額

翌年度繰上充用金増減額

当年度資金増減額

期首資金残高

経費負担割合変更に伴う差額

期末資金残高

57

0

292,935

0

744,098

10,769,945

4,577,405

△ 17,295,500

0

△ 1,102,654

11,872,542

21,872,905

362,500

1,442,818

0

△ 949,446

2,684,500

0

19,261,465

659,962

△ 352,250

0

1,100

13,167,644

△ 3,800,690

３ 投 資 ・ 財 務 的 収 支 の 部

10

1,496,480

806,138

0

0

64,354

0

28,363

673,382

0

16,968,334

4,192,199

8,273,700

128,338,116

19,993,536

２ 公 共 資 産 整 備 収 支 の 部

14,235,044

2,668,936

0

1,265,234

3,552,200

0

0

1,867,167

3,613,941

24,690,708

31,057,514

1,541,724

23,210,409

7,891,360

9,627,485

60,383,570

10,656,318

4,088,152

3,108,087

108,344,580

20,020,374

連結資金収支計算書
自　平成２４年４月　１日

至　平成２５年３月３１日

１ 経 常 的 収 支 の 部

15,280,907

14,827,546

 


